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インドネシアにおけるLNG利用の縮小



国家戦略事業（PSN）の下でのガス・石油事業

総投資額c

450億9,000万米ドル

総生産容量
65,000石油バレル／日
4,256百万立方フィート／日

BP タングー： 第3系列

アバディ・マセラ



国家戦略事業（PSN）の下でのその他のガス・
石油事業（上流開発）



アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）

• アジア・ゼロエミッション共同体：
オーストラリア、ブルネイ、カンボジア、インドネ
シア、日本、ラオス、マレーシア、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、ベトナム

第2回AZEC閣僚会合共同声明（2024年8月／
ジャカルタ）：
• AZECの下で新たに70近くの覚書
• うち30以上がインドネシア



AZECの下での覚書に関する分析（2024

年10月初旬まで）

インドネシア



AZECの下での覚書に関する分析（2024

年10月初旬まで）

化石燃料 クリーンエネルギー



AZECの下での覚書に関する分析（2024

年10月初旬まで）



インドネシアにおけるガス関連事業

上流開発（既存のもの）：
バダック、アルン、タングー、ドンギ・スノロ、 ナ
トゥナ-アナンバス
- インドネシアで開発されたガス田のほとんどが
日本への輸出向けであった／輸出向けとなっ
ている

下流開発:
肥料産業
石油化学産業



ジャカルタにおける第２回AZEC閣僚会合
でのプルタミナ関連の覚書（2024年8月）

- ドンギ・スノロLNG向けのドンギ・マーティンドックガス田及びJOBトモ
リガス田を対象としたメタン排出量の測定と定量化に関する共同研
究契約 （ JOGMEC、インドネシア国営石油会社PT Pertamina （プ
ルタミナ）、PT Pertamina EP（PEP)、JOB PERTAMINA - MEDCO 
E&P TOMORI SULAWESI（JOB Tomori））

- スコワティ油田における坑井間のCO2圧入試験の実施に係る共同
研究契約 （JOGMEC、プルタミナ、PT PEP、石油資源開発株式会
社（JAPEX））

- 南スマトラ州におけるBECCS（バイオマス発電とCO2の回収・貯留を
行うCCSを組み合わせた技術）の適用性評価に係る共同スタディ契
約 （丸紅、JAPEX、プルタミナ、PT Pertamina Hulu Energi
（PHE））



ドンギ・スノロ（DS）LNG生産・輸出プラント
DSLNG社
• 2007年12月28日設立
• 出資：
スラウェシLNGディベロップメント社59.9%
（三菱商事75%、韓国ガス公社25%）;

プルタミナ・フル・エナジー社29%; 
メドコLNGインドネシア社11.1%

• 2011年着工
• 2014年初ガスフロー
• 2015年初出荷
• 主な購入者：

JERA 100万トン/年、
韓国ガス公社70万トン/年、
九州電力30万トン/年

• パンチャ・アマラ・ウタマ社（PAU）：
アンモニア生産 70万メトリックトン/年



ドンギ・スノロ向けのガス田拡張の準備



ドンギ・スノロで継続中のLNG生産



ドンギ・スノロLNG事業による農民への影響



パイトン石炭火力発電所

移行に向けたパイロット事業
• バイオマス
• （アンモニア）
• （水素）

炭素回収・貯留（CCS）

-火力発電所による環境社会影響が長引くことになる
-バイオマスの調達過程における土地収奪



チレボン石炭火力発電所 1号機（660 MW）
• アジア開発銀行（ADB）のエネルギー移行メカニズ
ム（ETM）： 早期廃止

• 2035年に早期廃止（予定）
• インドネシアのRUKN（国家電力総合計画）には言
及なし

• 「再利用」／混焼？



日本政府への要望

• 透明性、情報へのアクセス、そして地域コミュニティおよ
び市民社会団体の意味ある参加を確保すること。

• 再生可能で真の公正な移行に資金を提供すること。
AZEC の下で化石燃料の使用を拡大する技術を推進す
ることは、気候危機への対処にはならず、かえって人々
の苦しみを長引かせることになる。

• インドネシアの土地や海洋空間を奪い、森林破壊を助長
するような事業を中止すること。

• 気候関連の事業に対して、負債ではなく無償資金を増や
すこと。



Terima Kasih

ありがとうございました


